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2024 年３月 12 日 

各  位 

 会社名 アーキテクツ・スタジオ・ジャパン株式会社 

 代表者名 代表取締役社長 庵下 伸一郎 

 （コード番号：6085 東証グロース） 

 問合せ先 執行役員 管理本部長 山口 裕司 

 （TEL. 06－6363－5701）  

中期経営計画の策定に関するお知らせ 

 当社は、2024年３月 12日開催の取締役会において、2025年 3月期から 2026年 3月期までの２期を

対象として、中期経営計画（以下、「中期経営計画」といいます。）として策定したものにつき承認、

決議いたしましたので、以下のとおりお知らせいたします。尚、当該中期経営計画の策定に伴って

「事業計画及び成長可能性に関する事項」の更新も合わせて行いましたので、お知らせ致します。 

記 

１．中期経営計画の概要 

１）対象期間 2025年３月期から 2026年３月期までの２期 

  2027 年 3 月期以降については上記対象期間が終了する以前のしかるべき時期に、事業の進捗も

ふまえて改めて策定致します。 

２）基本的経営方針 

 「生活の質はデザイン次第」から「生活そのものを Designする“暮らし提案企業”へ」 

これまでの「住まい」を提供する事業展開から 衣＋食＋住＋遊＋健康＝「暮らし」それも心ま

で豊かにするような「暮らし方」を提案・提供できる企業へと転換を図ることで、より多くの方の、

より多くのニーズに応えられる「住」ビジネスを基点とした事業多様化による企業グループ化を図

り、企業価値向上を目指していきます。 

加えて建築家ネットワーク事業の対象市場を海外に求めて海外展開を図り、事業の国際化によ

る新たな収益の確保を目指していきます。 

３）現状分析からの重点課題と施策指針 

   直近３期の業績の低迷は、株式上場以来の低水準で推移しており、これは販管費削減といった小

手先の対策では対応出来るものではなく、組織改編、事業改編を伴う「収益構造の改革」と「財務

基盤の強化」が当社にとっての重点課題であります。 

よって建築家ネットワーク事業の単一セグメントから脱却して「住まい」から「暮らし」まで事

業領域を拡大した収益構造への転換を目指します。 

コロナ禍により建築業界を取り巻く事業環境は大きく変化し、従来とは様変わりしています。こ

の事業環境の変化に対応し、かつ成長戦略の基に安定した事業基盤を再構築する為には建築関連

ビジネスのみの展開だけでは事足りない事は明らかであり、上記の経営方針の通り“暮らし提案企

業”への転換が必須であると判断し、今回の中期経営計画の策定となりました。 

事業多様化戦略を成長因子として事業再編による収益構造改革＝収益力強化＋海外進出による

国際化展開と組織改編＝企業グループ化による新たな事業体制への移行によって事業基盤強化を

達成し、企業価値向上を目指す事を施策指針とします。 

４）成長戦略 

「事業多様化によるセカンドステージへ」 

将来的には新たなセグメントに基づく企業グループを構築し、企業価値の向上を図ります。  

企業としてのセカンドステージへのステップアップとは、 
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❶ 企業体のステージアップ 

組織改編＝事業展開に応じた組織へ＋企業グループ化により企業力の向上を図ります。 

❷ 企業規模のステージアップ 

資本増強＋資金調達により、課題である収益基盤・財務基盤の強化を図ります。 

❸ 対象市場のステージアップ 

住空間から生活全般へ、そして海外展開を。事業再構築・営業基盤の拡充を図ります。 

❹ 事業展開のステージアップ 

「日本から世界へ」＆「世界から日本へ」対象市場を海外まで拡充させます。 

そして目指すのは「暮らし」提案企業：トータル・ライフサポートが可能な企業グループへ 

それがアーキテクツ・スタジオ・ジャパンの目指すセカンドステージ。 

５）事業概要 

従来の「住まい」関連の事業に加えて「衣＋食＋住＋遊＋健康」＝「暮らし」に関連する事業の

展開を行って参ります。 

従来のフィベース純額計上を主たる売上高としてきた収益構造から、いくつかの事業においては

売上高を計上する総額計上を導入し、新たな収益構造へと変えていきます。 

また、従来の単一セグメントから下記３つのセグメントから下記３つのセグメントへ変更し、それ

ぞれの事業がお互いを補完しあえる事業基盤の構築を図ります。 

❶ 「住まい」関連事業 

既存事業を「住まい」関連事業に昇華させ、建築家ネットワーク事業の質的向上と量的拡大を

目指します。 

1-1 ネットワーク事業：スタジオ加盟数の増加を重要課題として取り組んでいきます 

1-2 プロデュース事業：新規サテライト開設とプロデュース案件数の増加を目指します。 

1-3 リノベーション事業：中長期的に市場拡大が予想される市場へ本格的な参入を目指します 

1-4 ビジネスサポート事業：スタジオとの関係強化と増収増益のために機能させていきます 

1-5 クリエイティブ事業：CASABELLAプロジェクト/PROTOBANKプロジェクト 

1-6 海外事業：プロジェクト受注と空間プロデュースを中心に日本の建築家を輸出します。 

   新たな取り組みとして 

特にネットワーク事業の新規営業形態としてプロジェクト受注を導入し、取扱高の増加と建

築家との関係向上を図り、また新たな商品開発としてテーマに基づくコンストラクションプラ

ンを企画販売していく予定です。事例「災害に強い家」「女性が入居したくなる家」等 

新規事業として当社に加盟のスタジオ（施工会社）に対して高騰する建築資材の共同購買や

当社独自のネットワークによる資材調達及び特許工法の提供や工事案件の紹介等を行うビジネ

スサポート事業を新たに展開します。これは当社に加盟するメリットを建築家ネットワーク以

外のサービスを提供し、取引関係強化と加盟店の新規獲得につなげていきます。 

海外展開として「まずはアジア市場へ」 

日本が世界に誇るコンテンツとしての建築家に海外での活躍の場を提供する海外事業も専門

部署を設けて積極的に展開していきます。その受注形態には新たな形態として「プロジェクト

受注」を導入します。商業分野での案件・プロジェクトの設計監修プロデュース業務を当社が一

括請負、案件に興味のある建築家が社内コンペに参加する形式です。当社の営業資産である建

築家ネットワークの価値とその可能性は大きなものに出来ると考えております。 

❷ 「暮らし」関連事業 

住まい」から派生する「暮らし」に関連する事業を事業多様化戦略の下に展開するのが「暮らし」

関連事業です。取扱いジャンルは「衣＋食＋住＋遊＋健康」をテーマにしたものとし、中期経営計

画における成長因子となる重点事業として展開していきます。特に当社顧客及び潜在的な顧客で

ある ASJ アカデミー会員を対象として事業を開始し、その後、一般顧客まで対象を拡げた展開を

計画しています。 
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2-1当社を介して住宅建設した顧客及び ASJ アカデミー会員を対象としたサービス 

① 家具・インテリア関連商品の販売 

② 絵画・オブジェ・アートの販売 

③ グルメコンシェルジュプロジェクト 

④ 「生活そのものを Designする」をテーマとした催事＋販売イベント 

今後、事業展開を検討していく事業候補として 

⑤  ヘルスケア関連事業：人が一番気に掛けるのはやはり「健康であり、いつまでも若く、美し

く、元気でいたいと考える＝アンチエイジング」です。 

2-2マーチャンダイジング事業 

コンセプトを「ASJだから提供できる上質な製品とサービスの提供」として商品・サービスの提

供を行います。主な取扱い商品は家具・食器・時計・貴金属・特選食材・高級ブランド品などとし

て、EC販売（専用顧客サイト仮称「コンシェルジュデスク」を開設予定）及び当社催事における

販売を中心に展開します。将来的には一般顧客まで対象とし、それは提携する通販サイトとカタロ

グ販売の顧客リストをベースに順次販売展開します。 

❸ 投資関連事業 

既存 ASJ建築家ネットワーク事業等「住まい関連事業」及び「暮らし関連事業」のサポートの一

環として、今回の中期経営計画のスピードアップに貢献する投融資を積極的に展開していきます。 

3-1 ASJパートナー企業への投融資 

今後、事業展開を検討していく事業候補として 

3-2 ASJ建築家ネットワーク事業の顧客への各種ローン 

3-3住まい関連事業リフォーム顧客への各種ローン 

3-4 事業投資（事業多様化戦略に貢献するような事業・企業への投融資） 

事例として「ALIN プロジェクト」 

当社は研究開発からその実用化に向けてアライアンス面を中心に参画しており、実用化段階時

点では総合監修的な立場で当社子会社を介して関与していく予定です。 

尚、中期経営計画概要は添付の中期経営計画資料をご参照下さい。また、各事業の詳細及び進捗状

況は今後、適時ご案内させていただきます。 

 

６）事業体制（組織改編） 

従来の建築家ネットワーク事業のみの組織から新たなセグメントによる事業展開に対応する機

動的な組織へ転換します。 

組織改編におけるポイントとして 

１）資本・業務提携を含む外部とのビジネスネットワーク構築による機動的な事業体制の構築 

２）将来的には持株会社化による企業グループ化を視野に入れ、コーポレートガバナンス強化と企

業基盤の安定化を目指します。 

３）次代のニーズに応える ESG 経営実践の為に「攻め」と「守り」のバランスを考慮した経営体

制を構築するために監査等委員会設置会社への移行を検討します。 

※定款変更が伴なうため株主総会での定款変更の決議を前提とします。 

  組織図は添付の中期経営計画資料 12ページを参照下さい。 

6）経営活性化のための施策について 

当社が次代においても企業として新たな企業価値を創造し、成長する ASJ セカンドステージに向け

て進んでいく為に当該中期経営計画を遂行していくためには経営活性化は必須であり、それにより新

たな事業体制の下に新たなセグメントによる事業を展開するために、中期経営計画初年度において抜

本的な施策を実施して参ります。 

まず、資本政策については中期経営計画所要資金の調達及び資本充実と財務基盤の強化、企業価値創

造資金として調達を目的とした第三者割当による増資を実施いたします。当社は 2024 年３月期第３四
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半期において 80,630 千円の債務超過であり、かつ流通株式時価総額については上場維持基準に適合し

ておりません。加えてキャッシュポジションも厳しい状況にあり、タイムリーかつ機動的な事業資金調

達、上場維持基準のクリア・継続企業の疑義解消、事業再構築資金/運転資金の調達は必須であります。

よって、本日お知らせいたしました「第三者割当による新株式及び第４回新株予約権の発行並びに引受

契約締結及び主要株主の異動に関するお知らせ」に記載のように第三者割当による増資を実施いたし

ます。詳細につきましては同開示にてご確認下さい。 

次に事業体制についてですが、事業再構築とコーポレートガバナンス重視の経営体制の構築のため

の体制づくりに取り組みます。新たなセグメントによる事業再構築と事業国際化の為に「攻め」と「守

り」のバランスを考慮した経営体制の構築を目指し、攻めの事業体制の為の適材適所重視の役員構成と

守りの経営管理体制の為に監査等委員会設置会社への移行を随時行っていきます。 

※但し、監査等委員会設置会社への移行は定款変更となるために株主総会の決議が必要となりますの

で、株主総会の議案とする取締役会の決議を行った際に適時開示させていただきます。 

収益だけではない企業価値の構築する経営は次代のニーズに応える ESG 経営実践を含め、社会的な要

請であり、こうした点を重視した体制構築を目指します。また、外部リソース活用の為に資本・業務提

携を含め、自社ビジネスネットワークの構築も図って参ります。 

経営の活性化のために最も重要な自社分析として、改めて自社検証作業を徹底させました。特に自社

営業資産の検証は事業多様化による成長戦略立案において重要視したものです。当社の営業資産とな

る登録建築家、ASJ加盟スタジオ、ASJアカデミー会員、協力企業等取引先等を再検証し、新たなビジ

ネスの可能性を検証することが今回の中期経営計画の源の１つとなっております。 

２．中期経営計画の数値目標（連結） 

別紙添付の経営指標につきましては添付の中期経営計画 14ページをご参照下さい。 

尚、当該中期経営計画の進捗に応じてお知らせさせていただくべき事項ついては適時情報を開示せて

いただきます。 


































